災害に対する強靭性が質の高い成長に貢献するには ―防災援助が直面する課題― by 石渡 幹夫
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貧しい国や島嶼国ほど災害による影響は大きい(図 1)。途上国ではハイチの 2010 年地震
のように GDP を上回る被害を受けることもある。先進国では被害額は大きいものの（表 1）、
国全体の経済への影響は途上国に比べて小さい 2。2005 年のハリケーン・カトリーナの被
害はアメリカ災害史上最大であったが、それでも GDP の 1％に過ぎない。同様に、東日本
大震災は GDP 比で 4％、阪神淡路大震災は 2.5%である 3。 
所得の低い国ほど自然災害による死者が多い。過去 30 年間（1984 ～2013 年）に世界
で自然災害により約 248 万人が死亡しているが、その約半数が低所得国、約 3 割が中低所
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いる。表 1の被害額の多い災害が先進国に集中しているのに比べ明確な対照となっている 5。 










を悪化させている。世界では貧困層の 3 分の１は災害の危険地域に住んでいる。2030 年ま
でに 3.25 億人の最貧困層が、災害に脆弱な 49 か国に居住すると予測されている 12。女性
は男性より体力が劣り、災害情報へのアクセスも限られるため、浸水すると逃げ遅れやす
く多く亡くなる事例が報告されている 13。例えば、2008 年ミャンマーのサイクロン災害で





成長は被害を増加させる。世界の災害被害額は、1980 年代の 500 億ドルから 2010 年代
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 質の高い成長により被害は軽減される 。Toya and Skidmore は様々な指標の分析から、
収入、教育、国際市場に開かれている経済、競争経済、コンパクトな政府、というレベル
が高まるほど、災害による死者数と経済被害は少なくなる、と主張する 27。Hallegatte の分
析によれば、生産性が向上し富が蓄積すると防災投資が行われ、災害の頻度は低下する 28 。 
図１ 災害被害の GDP比 
 
世界銀行 2012；内閣府 2015：内閣府 2005 から作成 
 
 
   
4 
 
 開発協力文献レビュー  
 
 
表１ 表亜表１ 被害額の大きかった自然災害（1980 年以降） 
 年 国 災害 被害額        
(億ドル) 
1 2011 日本 （東日本大震災） 地震・津波 2,100 
2 2005 アメリカ（ハリケーン・カトリーナ） ハリケーン・高潮 1,250 
3 1995 日本 （阪神淡路大震災） 地震 1,000 
4 2008 中国（四川地震） 地震 850 
5 2012 アメリカ他（ハリケーン・サンディ） ハリケーン・高潮 650 
6 1994 アメリカ (ノースリッジ地震) 地震 440 
7 2011 タイ 洪水 430 
8 2008 アメリカ他 (ハリケーン・イケ) ハリケーン・高潮 380 
9 2010 チリ 地震・津波 300 
10 2004 日本 (中越地震) 地震 280 
Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, Geo Risks Research, NatCatSERVICE 
(2015) を基に作成 
表２ 死者の多かった自然災害（1980 年以降） 
  年 国 災害 死者数 
1 2010 ハイチ 地震 222,570 
2 2004 スリランカ、インドネシア、タイ他 
(インド洋大津波) 
地震・津波 220,000 
3 2008 ミャンマー (サイクロン・ナルギス) サイクロン・高潮 140,000 
4 1991 バングラデシュ サイクロン・高潮 139,000 
5 2005 パキスタン、インド、アフガニスタン 地震 88,000 
6 2008 中国 (四川地震) 地震 84,000 
7 2003 ヨーロッパ 熱波 70,000 
8 2010 ロシア 熱波 56,000 
9 1990 イラン 地震 40,000 
10 2003 イラン (バム地震) 地震 26,200 
Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, Geo Risks Research, NatCatSERVICE 
（2015）  を基に作成 
図２ 世界の災害被害額の推移(1983-2013) 
World Bank (2015) 
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くみ出し続けることで国土を作り上げてきた。国土の約 4 分の１ が海面下で、そこに人口
の 60% が居住している。高潮災害が発生すれば国の存亡にかかわる事態となる。このため
1 万年に 1 度の確率で発生するような高潮に対応できる堤防を建設し、国を守っている 29。
















Wisner et al. 2004 渡辺他訳
 
広田(2016)を基に作成 
図４ 災害と成長の質の関連 図５ 強靭性と成長の関連 
広田(2016)を基に作成 
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これにより水害の死者数は減少を続け、現在では年に 100 人以下となっている(図 7)。ただ
し、資産が集積し続けているため、氾濫面積は縮小しているものの、被害額は横ばいで推



















   
7 
 











災害による経済被害の年平均 1900 億ドルに対して、約 30%の 600 億ドルが保険により支
払われている 39。ただしこれはほとんどが先進国である。例えば強制加入の制度があるニ















い 45。  
日本は防災のトップドナーである。日本の援助では他国に比べ事前投資を重視している。
開発援助の 3.5%にあたる 17 億ドルを 2006 年から 10 年までに事前の備えに供与した。こ
れは DAC 加盟諸国の事前の備えの合計額の 38%に相当する。また、人道援助に占める割合
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別添１災害が貧困を悪化させる事例 
 
 2004 年インド洋大津波ののちインドネシア・アチェの貧困層は 30％から 50％に上昇
した。(DFID 2006:6)。 
 
 1998 年ハリケーンミッチによりホンジョラスでは貧困層は人口の約 3%に当たる 16.5
万人増加した。失った資産は富裕層が貧困層より大きく 15 倍になる。だが、その影響
は貧困層に大きく、貧困層は資産の 18%を失ったのに対して、富裕層は 8.5%失ったに
過ぎない(Morris et al. 2002)。 
 
 ペルーでは 2000 年から 2005 年の間に被災した農村地域では、裕福な上位 4 分の 1
世帯の消費の落ち込みが 1.2％であるのに対し、下位 4 分の 1 の貧困世帯では 3.85％減
少している（UNISDR 2009）。 
 





独死が社会問題になった。仮設住宅の入居者の約 7 割が 300 万円未満の世帯収入であ




























ぼ全域を含む 140 ㎞２が浸水していた（荒川放水路変遷誌編集委員会 2011）。 
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 アメリカ連邦災害管理庁の実施した耐震補強、水害対策など 4000 の防災プログラムを
評価し、費用対便益比が平均で 4 との結果を得た。災害別では、水害対策は 4.1、風害
対策は 4.7、地震対策は 4.0 である。防災投資により財政への負担も軽減された。事前
の対策に 1 ドル投資する毎に、3.65 ドル分の救援・復興費用の節約と税収の確保が可






 都市インフラへの整備に当たって、国連防災白書では総投資額の 0.1%にすぎない 60
億ドルを防災に追加投資すれば、今後 15 年間で 3600 億米ドルの被害を軽減できる、












され 1972 年に完成した。1977 年には 1943 年と同規模の降雨があったが、浸水は
2,200ha、12,000 戸から 200ha、1,000 戸と 1 割以下に減少し、7480 億円の被害軽減
効果があった。この一回の災害防止効果だけで、事業費 3570 億円を大きく上回る効果
を上げたこととなる（国土交通省太田川河川事務所）。広島のゼロメートル地帯には
約 34 万人が居住し、県庁、市役所、地下街等の 6 兆円を超える資産が高度に蓄積され
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 トルコ地震対策：耐震補強の費用対便益比は 0.28 であり便益は費用を下回る。ただし、
これに人命の価値を加えると便益は費用を超える（Michel‐Kerjan et al. 2013)。 
 
 途上国の洪水予警報：毎年 10億ドル投資すれば、年平均で 2万 3千人の人命が救われ、
40-360億ドルの被害が軽減され、費用対便益比は 4-36と推計される（Hallegatte 2012)。 
 
 フィジー、サモア洪水予警報・高床式住居：フィジーでは洪水予警報の費用対便益比
は 4-7、サモアでは 1.7-1.9 と推計された。また、サモアの高床式住居の費用対便益比
は2-44と推計された。ただし堤防や放水路は0.1-0.64と便益が費用を下回っている(Lal 

































一日で解消されている。伝言サービスの利用回数は 1,400万回に達した(総務省 2014)。 
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 EU は防災援助を通じて持続可能な開発と貧困削減に貢献する。EU は途上国援助の防
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表３ 円借款の内部収益率（EIRR） 




メダン洪水防御事業 13.08 13.04 
水資源開発セクターローン NA 15.01 
チタリック川流域保全林造成事業 NA 14.72 
パダン洪水防御事業（２） 15 16.1 
メラピ火山及びスメル火山防災事業（2） 12 20.8 
 11.7 17.2 
クルド火山緊急砂防事業 18.4 16.2 
パダン洪水防御事業(I) 9.5 9.2 
灌漑・洪水防御修復事業 20.2 9.7 
ポロン川改修事業 7.8 7.5 
ソロ川上流治水事業 7.8 13.9 
アチェ河緊急河川改修事業 StageⅡPhase1 9.3 11.83 
ブランタス川中流域改修事業（Ⅱ） 16 17.55 
マディウン川緊急治水事業 6.1 5.1 
西ジャカルタ洪水制御事業（Ⅰ）（Ⅱ） 11.8 12.67 
アッチェ河緊急河川改修事業 10.5 12.4 
ウラル川河川改修及び灌漑改良事業 10 10.2 
スリランカ 大コロンボ圏水辺環境改善事業 9.7 10.9 
中華人民共和国 湖南省都市洪水対策事業 16.4 10.6 
ネパール 
クリカニ防災事業（2） 13.6 16.9 
クリカニ防災事業 21.7 23.5 
フィリピン 
アグノ川洪水制御事業(II) (II-B) 16.1 15.8 
イロイロ洪水制御事業（II） 22.8 19.1 
ラオアグ川治水・砂防事業 15.5 13.5 
ピナツボ火山災害緊急復旧事業（2） 21.8 23.7 
アグサン川下流域開発（洪水制御 2） 9.7 25.13 
メトロマニラ西マンガハン地区洪水制御事
業 17.7 21.3 
アグノ川流域緊急修復事業 16.71 21.65 
ピナツボ火山災害緊急復旧事業 18.9 17.2 
ブラジル チエテ川流域環境改善事業 10.97 8.49 
平均 14.0 15.0 
JICA 事業評価ウエブサイトより作成 





2最貧国での災害被害の平均は GDP 比で 5%以上であり（Morris et al. 2002)、途上国の GDP
への影響は先進国の 20 倍（Sanghi et al. 2010)、という報告がある。 
3東日本大震災は災害が発生した 2011 年には、災害が GDP 成長率を▲1.0%-1.8%ポイント
押し下げ、翌 12 年には復興需要が+0.1-0.6%押し上げた、と推定されている（武田・森重
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2012、大和総研 2011、林田他 2011)。 
4 内閣府 2015 
5 Kahn (2005)は一人当たり国内総生産が大きい国ほど、災害による死者が少ない、と分析
している。Kellenberg & Mobarak (2008)は、風水害による死者数にはクズネッツ曲線の関
係があり、一人当たり GDP が 4500-5500 米ドルまでは死者数が増加し、それ以降は減少す
る、と主張している。熱帯低気圧の死亡リスクは、低所得国では OECD 加盟国の約 200 倍
も高い（UNISDR 2009: 11）。 
6 Tanaka 2015 
7 World Bank 2011: 4-5 
8 Sawada et al. 2011  
9 Blomberg et al. 2004 。9/11 の影響では、アメリカの 2001 年の GDP が 0.5％程度押し
下げられた、と推定される(Roberts 2009)。 
10 Brancati 2007; Nel & Righarts 2008。洪水など気候要因の災害と紛争には関連はないとの
研究もある（Bergholt and Lujala,2012; Theisen et al. 2013）。 
11 UNISDR 2008; 石渡 1997；国際協力事業団 2003；内閣府 2015：9；中須 2006 
12 Shepherd et al. 2013。多くはサブサハラ、南アジア諸国である。 
13 1991 年のバングラデシュのサイクロンでは約 9 割の犠牲者が、2008 年ミャンマーのサ
イクロンでは約 6 割が、2004 年インド洋大津波に襲われたインドネシアでは 55－70%の被
害者が女性であった(Trohanis et al. 2011) 
14 Todo et al. 2013; 藤田他 2014 
15 この額は過去 10 年間平均で総生産の 0.08%に相当する（Swiss Re 2015）。 
16 Hallegatte 2011; Wisner et al. 2004 渡辺他訳 2010； 国際協力事業団 2003；林 2012。
永松は、直接被害額は経済発展とともに一旦低下し、その後大きく上昇するといったＵ字
型のカーブを描くことを理論的に説明している(2002)。 
17 Loayza et al.(2012)は、干ばつ、地震や風害は GDP 成長率にマイナスの影響を与えるが、
洪水は GDP の成長にプラスの効果がある、と結論づけている。 
18 Hochrainer 2009; World Bank 2015 
19 UNISDR 2013: 87 
20 Skidmore and Toya 2002; Sawada et al. 2011。永松は、低開発国において災害は経済成
長に負の影響をあたえるものの、先進国では正の影響を及ぼす、としている(2002)。 
21 Cavallo et al. 2013。東日本大震災では中期的影響では経済的影響は僅少である、との推
定がある（林田他 2011)。 
22 Blomberg et al. 2004。 
23 Okuyama 2003。 
24 Shimada 2015。 
25 Shimada 2014；兵庫県 2015。 
26東日本大震災では 3 年にわたり被災 3 県の鉱工業生産は震災前の水準を下回った(復興庁
2015)。 
27 Toya and Skidmore 2007。 
28 Hallegatte 2011。 
29 井上・鴨川 2002；成瀬・大岡 2000 
30 Tsukahara 2015 
31 松浦 2010 
32 北陸建設経済研究会 2007; 国土交通省ホームページ 
33 Ishiwatari 2014。都道府県管理河川では延長比で 3/4 が災害復旧により整備された(国土
交通省)。 
34 Mechler 2005; Keating et al. 2014; 遠山・相良 2014。 
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35 国土交通省 2005 
36 Hallegatte 2012. 
37 石渡 2013、財務省 2012、内閣府 2015 
38 楢府・石渡 2014:31-32 
39 Bacani 2015 









42 UNISDR 2007 & 2015b、財務省 2012 
43 Ranghieri & Ishiwatari 2014 
44 Hill et al. 2012; Keating et al. 2014; World Bank 2012 
45 Sparks 2012: 8-11。事前の備えへの援助は、2006 年から 10 年までの DAC 加盟国によ
る政府開発援助の 0.5%を占める。 
46 Sparks 2012:12 
47 石渡他 2013 
48 国際協力銀行 2003。このコストは土木工事の約 1/3 程度となっている 
49 World Bank 2006 
50 国際平和拠点ひろしま構想推進連携事業実行委員会 2014 
51 Ishiwatari et al. 2013; 国際協力機構 2008 
52 Hosono 2012; 大井 2009 
53 IPCC 2012 
54 社会資本整備審議会 2015 
55 Tsukahara 2010; 国際協力機構 2010 
56 例えば、兵庫県を流れる円山川では、特別天然記念物であるコウノトリの野生復帰のた
めの自然再生と持続可能な環境管理を可能とする、治水事業が実施されている。平成 16 年
10 月の台風第 23 号による豪雨では、１万戸を超える浸水被害が発生した。復興事業として
同じ規模の洪水が発生しても被害が生じないような河川改修工事が計画された。事業では
コウノトリの生息に不可欠な湿地環境及び環境遷移帯を再生・創出している(都築他 006)。 
57 Ishiwatari 2010, Jha et al. 2012, 国土交通省 2005 
58 Kull et al. (2013)は、イスラマバードの治水事業において、調整池と河川改修を別々に事
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